
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

施策展開

     ４－(1) 確かな暮らしを支える地域構造の構築

　 　    (イ) 既存資産のマネジメント強化

77.8% 77.8% 達成

―― ― ―

目標 成果 達成状況

88.9%

36.1%

45,385 31,119

長野県治水・利水ダム等検討委員会で調査審議され
た市町村が実施する水道水源確保に対する助成（補
助先：辰野町）

2,790 2,790 14,602

528,225 477,051 415,623

合計 577,210 525,797

―
上水道の基幹管路
耐震適合率

　水道施設の老朽化、災害対応、今後の急激な人口減少に伴う収入の減など諸課題を抱える事業者において、安心、安全な水道が将来
にわたり持続されるよう、適切な助言・指導を行い、水の適正な利活用を推進するとともに、生活基盤の維持を図る。

・上水道事業において、耐震適合性のある管路は、平成25年度末現在、管路全体で24.0％、基幹管路で28.1％整備されている。また、耐
震対策が施されている配水池は総容量の30.0％整備されている。
・長野県上伊那広域水道用水企業団への繰出は、構成団体との協議書により決定しており、平成31年度をもって終了となる。
・水道水源確保支援事業は、現在１町において代替水源の開発が進められている。

長野県上伊那広域水道用水
企業団補助金事業

補助金

577,210 462,154

合計（A) 62,167

生活基盤施設耐震化等交付
金事業

交付金
市町村等が行う施設の耐震化、広域化等の運営基盤
の強化に資する水道施設整備事業に対する助成（交
付先：長野市　ほか22事業者）

77.8%

29年度

0 58,420

当初予算 62,167

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28

・Ｈ29年度の市町村におけるダムに替わる水道水源確保に係る達成率を88.9％とするため、現在実施中の事業を引き続き適正に実施
する。（方針検討中の１河川を残し、代替水源確保河川数８/９河川）

事業番号 06 03 06 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 水道施設整備促進事業費 担
当
課

部局 環境部

課・局・室 水大気環境課

　　　　　１　水・大気環境の保全 実施期間 S55 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

水道法、補助金等に係る予算の適正化に関する法律、水道水源開発等施設整備費国庫補助金
交付要綱、簡易水道等施設整備費国庫補助金交付要綱、共同水質検査施設費補助金交付要
綱、簡易給水施設災害復旧事業補助金交付要綱、長野県上伊那広域用水企業団構成団体の
繰出しに関する協議書、長野県上伊那広域水道用水企業団補助金交付要綱、水道水源確保支
援事業補助金交付要綱、生活基盤施設耐震化等交付金交付要綱

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail mizutaiki@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
 　　３－２　豊かな自然環境の保全

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・
確かな暮
らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針 　　 ５－１   賑わいある快適な健康長寿のまち・むらづくり

H29

（当初） （決算） （当初）

水道施設整備促進事業 直接
水道事業者に対する施設の更新、耐震化、災害対応
等の指導

810 571 810

長野県上伊那広域水道用水企業団企業債元利償還
金への県繰出金相当額の助成

45,385

水道水源確保支援事業 補助金

補正予算 0 7,246

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

代替水源確保達成
率

成果目標の達成状況

項目 H26末

66.7%

462,154

Ｈ28 H29
目標

H27末

Aの
財源

584,456 520,574

0 0 0

474,448

0 0 0

61,762 48,580 46,126

405 535,876

3.00 3.00 3.00

24,828

61,946 525,797

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・水道施設の耐震化や災害対策強化等については、生活基盤施設耐震化等交付金等の国庫補助の活用をはじめ、施設立入検査時の
指導や、長野県水道ビジョンにおいても重要項目として施策を推進し、市町村等水道事業者の取組をさらに促進していく。
・長野県上伊那広域水道用水企業団への補助は、構成団体間の協議書に基づき平成31年度まで継続し、引き続き経営基盤の強化を図
る。
・水道水源確保支援事業については、１事業者が平成29年度に事業完了を予定しており、引き続き安定水源の確保のための支援をして
いく。

目標に対
する成果
の状況

長野県地水・利水ダム検討委員会で調査審議された９河川（11市町村）のうち、７河川（8市町村）において代替水源の確保が完了してい
る。

 概算事業費（B（A）+C） 86,774 549,539 544,316

23,742 23,742

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越 0

概　算
人件費


